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陳情番号 １４ 付議年月日 ５．１１．１６  

件  名 安全・安心の医療・介護実現のため人員増と処遇改善を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

厚生常任委員会 

横浜市中区桜木町３－９ 横浜平和と労働会館３階 

神奈川県医療労働組合連合会 

執行委員長 古 岡 孝 広 

【陳情趣旨】 

 新型コロナウイルス感染の拡大により、入院が必要にもかかわらず入院できない「医療崩壊」

や、介護を受けたくても受けられない「介護崩壊」が現実となりました。これは、感染対策の遅

れはもちろんのこと、他の先進諸国と比べても圧倒的に少ない医師や看護師、介護職員や保健師

の不足が根本的な原因です。 

 日本医労連・全大教・自治労連で取り組んだ「2022年看護職員の労働実態調査」結果では、仕

事を辞めたいと「いつも思う」と「ときどき思う」の合計は８割にものぼり、仕事を辞めたい理

由（３つまで選択）では、「人手不足で仕事がきつい」６割、「賃金が安い」４割、「思うように

休暇が取れない」３割、「夜勤がつらい」２割、「思うような看護ができず仕事の達成感がない」

２割などと続きました。 

 毎年のように発生している自然災害時の対応や、新たな感染症に備えるためにも、平常時から、

必要な人員体制の確保を国の責任で行い、対策の中心となる公立・公的病院や保健所の拡充など

機能強化を強く求めます。そして国民誰もが安心して医療・介護を利用できるよう、保険料や一

部負担金の負担軽減も必要です。 

 以上の趣旨から、下記事項につき、地方自治法第99条にもとづく国に対する意見書を決議して

いただけるよう陳情いたします。 

 

【陳情項目】 

１ 安全・安心の医療・介護を実現するため、医師・看護師・介護職員などの配置基準を抜本的

に見直し、大幅に増員すること。また、安定した人員確保のためにも、ケア労働者の賃上げ

を支援すること。 

２ 医療や介護現場における「夜勤交替制労働」に関わる労働環境を抜本的に改善すること。 

 ①労働時間の上限規制や勤務間インターバル確保、夜勤回数の制限など、労働環境改善のため

の規制を設け、実効性を確保するための財政的支援を行うこと。 

 ②夜勤交替制労働者の週労働時間を短縮すること。 

 ③介護施設や有床診療所等で行われている１人夜勤体制をなくし、複数夜勤体制とすること。 

３ 新たな感染症や災害対策に備えるため、公立・公的病院を拡充・強化し、保健所の増設など

公衆衛生体制を拡充すること。 

４ 患者・利用者の負担を軽減すること。 

以上 

厚陳第１４号  



陳情番号 １５ 付議年月日 ５．１１．１６  

件  名 
国民のいのちと健康を守るため、政府の責任で医療・介護施設への支援を拡充しす

べてのケア労働者の賃上げや人員増を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

厚生常任委員会 

横浜市中区桜木町３－９ 横浜平和と労働会館３階 

神奈川県医療労働組合連合会 

執行委員長 古 岡 孝 広 

【陳情趣旨】 

 政府は、看護師や介護職など社会基盤を支える労働者が、その役割の重要性に比して賃金水準

が低い状況であるとし、ケア労働者の賃上げ事業に踏み出し、2022年10月からは診療報酬と介護

報酬の臨時改定を行い、「看護職員処遇改善評価料」と「介護職員等ベースアップ等支援加算」

を新設しました。４年目に突入したコロナ禍において、自らの感染リスクや様々な行動制限に耐

え、必死に国民のいのちと健康を守るために奮闘してきたケア労働者に対し、処遇改善の必要性

を明言して賃上げ補助を行った政府の姿勢に対しては一定の評価をするものです。 

 しかし賃上げ対象を限定してしまったため、本来、チームワークが強く求められる医療現場や

介護現場に差別を持ち込み、不団結を生み出しています。とりわけ、「看護職員処遇改善評価料」

においては、就労看護師約166万人の35％程度である57万人しか対象にならず、施設数でみれば、

17万８千余りある医療施設の内対象は2720施設とわずか1.5％程度に過ぎません。コロナ禍にお

いて国民のいのちや健康を守るために必死に奮闘してきたのは、一部に限った施設や職種だけで

はありません。更に、40年ぶりの物価高騰を背景に、2023年春闘では、経団連が大幅な賃上げは

企業の社会的責務だとし、人材獲得の観点から大幅賃上げを表明する企業や、労使交渉で労働組

合の要求に満額で応える大手企業が相次ぎました。政府が「物価上昇を超える賃上げ」を求め、

原材料費などのコスト増を価格に転嫁するよう呼び掛けたことも、中小企業の賃上げを後押しし

ました。しかし、国が決める公定価格で運営している医療機関や介護施設等は、様々なモノやサ

ービスの値上げを価格転嫁できず、賃上げに必要な財源の確保が困難で、今春闘の賃上げの流れ

から取り残されています。政府がケア労働者の賃上げの必要性を理解しているのであれば、すべ

てのケア労働者が差別なく処遇改善につながる施策にするべきです。そのためには、医療・介護

施設への経済的援助の拡充も必要であり、国からの感染症病床の拡充要請に応えるために医療機

能を変更してまで体制を整え、その病床が埋まらなかったから補助金返還を強要する対応は本末

転倒です。そして、診療報酬・介護報酬・障害報酬の抜本的な引き上げと同時に患者・利用者負

担軽減策も実施するべきです。 

 以上の趣旨から、下記事項につき、地方自治法第99条にもとづく国に対する意見書を決議して

いただけるよう陳情いたします。 

 

【陳情項目】 

一 医療や介護現場で働くすべてのケア労働者の賃上げと人員配置増につなげるよう、診療報酬

と介護報酬を抜本的に引き上げる臨時改定を実施すること。 

一 すべての医療機関や介護施設に行き渡る物価高騰支援策を拡充すること。    以上 

 

厚陳第１５号  



陳情番号 １６ 付議年月日 ５．１１．１６  

件  名 介護保険制度の改善、介護従事者の処遇改善を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

厚生常任委員会 

横浜市中区桜木町３－９ 横浜平和と労働会館３階 

神奈川県医療労働組合連合会 

執行委員長 古 岡 孝 広 

【陳情趣旨】 

 県民（市民）のいのちと健康をまもるために日夜を問わずご奮闘いただいていることに敬意を

表します。介護保険制度は施行23年が経過しました。しかし、必要なサービスを利用できない実

態が広がっており、家族介護を理由とした介護離職も高止まりです。介護事業所では、深刻な人

手不足と、低い介護報酬のもとでの経営難が続いており、コロナ禍と物価高騰はこうした事態を

いっそう加速させています。 

 政府が当初提案したケアプランの有料化、要介護１、２のサービスの保険給付はずし（総合事

業への移行）などの抜本改悪案は、反対世論の広がりの中で先送りさせることができました。し

かし政府は、利用料２割負担の対象拡大、一定の所得以上の高齢者への保険料引き上げについて

引き続き検討し、2023年末までに結論を出すとしています。利用者・事業者双方に新たな負担を

押しつけるものであり、断じて認めることはできません。 

 介護従事者の処遇改善は待ったなしの課題です。昨年から新たな処遇改善が開始されています

が、全産業平均給与との差を埋めるには程遠い水準です。 

 制度の改悪をやめ、憲法25条に基づいた「介護の社会化」の実現に向けて、行き届いた介護を

実現するためには、社会保障費を大幅に増やし、介護保険制度の抜本改善、介護従事者の大幅な

処遇改善と増員を図ることが何よりも必要です。 

 以上の趣旨から、下記事項につき、地方自治法第99条にもとづく国に対する意見書を決議して

いただけるよう陳情いたします。 

 

【陳情項目】 

１ 社会保障費を大幅に増やし、必要なときに必要な介護が保障されるよう、介護保険料、利用

料、居住費・食費の負担軽減、サービスの拡充など、介護保険制度の抜本的な見直しを行う

こと。 

２ 利用料２割負担の対象者の拡大、要介護１、２の保険給付はずし（総合事業への移行）など、

介護保険の利用に新たな困難をもたらす見直しを実施しないこと。 

３ 介護報酬を大幅に引き上げること。その際はサービスの利用に支障が生じないよう、利用料

負担の軽減などの対策を講じること。 

４ 全額公費により、すべての介護従事者の給与を全産業平均まで早急に引き上げること。介護

従事者を大幅に増やし、１人夜勤の解消、人員配置基準の引き上げを行うこと。 

以上 

厚陳第１６号  



陳情番号 １７ 付議年月日 ５．１１．１６  

件  名 健康保険証廃止の中止などを求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

厚生常任委員会 

横浜市中区桜木町３－９ 横浜平和と労働会館３階 

神奈川県医療労働組合連合会 

執行委員長 古 岡 孝 広 

【陳情趣旨】 

 健康保険証の廃止により健康保険証が持てず、保険診療を受け入れられない人が生じないよ

う、健康保険証の廃止とマイナンバーカードへの一体化について、中止を含め見直すことを強く

要望する。 

 マイナンバーカードをめぐる問題が続出するなか、マイナンバーカードと健康保険証の一体化

などを盛り込んだ、行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

の一部改正する法律案が、令和５年６月２日の参議院本会議で可決、成立した。 

 マイナンバーカードの取得は任意とされてきたにもかかわらず、健康保険証を一体化させるこ

とによって、マイナンバーカードの利用を国民に強制することにつながる重大な方針転換である

が、法律の可決後も個人情報に関わる問題などが次々と明らかになっており、充分な審議が尽く

されたとは到底思えない。 

 健康保険証の廃止に対する反対の世論が高まる中、共同通信社が実施した全国電話世論調査に

よると、現在の健康保険証を廃止しマイナンバーカードに一体化する政府方針に関し、延期や撤

回を求める声が計72.1％に上ったと報道されている。また、保険医団体連合会が行った健康保険

証の廃止に伴う高齢者施設等への影響調査によると、９割以上の施設で利用者のマイナンバーカ

ードの管理ができないと回答している。 

 健康保険証の廃止は、国民皆保険制度の根幹を破壊する重大問題に発展しかねず、政府の冷静

な判断が求められる。 

 よって、国においては、健康保険証の廃止により健康保険証を持てず、保険診療を受けられな

い人が生じないよう、健康保険証の廃止とマイナンバーカードへの一体化について、中止を含め

見直すことを強く要望する。 

 以上の趣旨から、下記事項につき、地方自治法第99条にもとづく国に対する意見書を決議して

いただけるよう陳情いたします。 

 

【陳情項目】 

 

一 現行の保険証を残すこと。 

以上 

厚陳第１７号  



陳情番号 １８ 付議年月日 ５．１０．３１  

件  名 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

産業労働常任委員会 

横浜市中区桜木町３－９ 平和と労働会館６階 

神奈川県労働組合総連合 

議長 住 谷 和 典 

【陳情の要旨】 

 労働基準法は第１条で「労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充たす

べきものでなければならない」としており、最低賃金法第９条は、「労働者の健康で文化的な生活

を営むことができるよう」にするとしています。貴議会におかれましては、最低賃金を抜本的に

引き上げること、中小企業支援策の拡充を実現するため、国に対して意見書を提出するよう陳情

します。 

【陳情の理由】 

神奈川地方最低賃金審議会(赤羽淳会長)は８月４日、神奈川県の最低賃金を現行(１時間1,071

円)から41円(3.83％)引き上げ、1,112円とするよう神奈川労働局の木塚欽也局長に答申しました。

上げ幅は厚生労働省の審議会が示した目安と同額ですが、答申は「中小企業などの生産性向上や

価格転嫁のための支援や助成金申請手続きの簡素化などに取り組む」ことを求めています。 

神奈川県の最低賃金1,112円で月に150時間働いても17万円に届きません。そこから、税金や社

会保険料が天引きされ、水道光熱費や住居費、食費など最低限の支払いさえ厳しく、その状況は

長引く物価高騰によって、ますます深刻となっており、最低賃金法９条３項の「労働者の健康で

文化的な生活」は到底できません。2022年８月にＮＰＯかながわ総研は、「神奈川県横浜市に在住

し、当地の最低賃金(1,071円)で月150時間働く18歳～19歳の単身者の月収は160,650円であり、生

活保護の支給基準を満たすとして、32,662円の生活保護費が支給される」と試算しています。 

神奈川県は最低賃金の影響力が全国一高く、今年の調査では、最低賃金の改定に伴う影響率は

28.6％、パート労働者に限れば49.5％であり、最低賃金の引き上げが直接処遇改善につながる、

パートや派遣・契約労働者などの非正規雇用やフリーランスなど最低賃金近傍の労働者がいかに

多いかがわかります。 

神奈川労連が主催したシンポジウムの中で、全商連・神奈川県商工団体連合会の会長は、「最低

賃金が上がれば経済も良くなり、雇用も増える」という考え方に賛同しながらも、「大企業と違っ

て中小企業や中小業者には賃金を上げたくても原資が無いから上げられないのが現実だ」と語り、

「原材料・仕入れ値高騰・価格転嫁に関する緊急アンケートでは、原材料・仕入れ値について、

約８割の業者が『上がっている』、76％が『価格転嫁出来ていない』と回答している。また、親会

社、子会社、孫請け会社という不公正な取引や賃上げによる社会保険料の負担、消費税の増税は

企業努力だけではどうにもならず、社会的仕組みを変える必要がある」と中小企業の現状を率直

に述べました。コロナ禍、物価高騰などの影響を受けている中小企業の経営は深刻です。中小企

業の経営に関しては、国の支援策の拡充によって救済が図られるべきです。諸外国で採用されて

いる社会保険料の事業主負担の減免措置など「最低賃金の引き上げは、中小企業の経営を圧迫す

る」という中小企業が、安心して最賃賃金の引き上げに対応できるよう支援策を講じるべきです。 

産陳第１８号  


